
どうも皆さん、こんにちは。きょうは「２１世紀

の展望」ということで、日本の国際的な地位、そ

れから国内の問題について簡潔に、日ごろ考えて

いることをお話し申し上げたいと思います。

先般、外国人向けに英文の書籍で、１９９０年代の

日本をふり返るということで、「失われた１０年間」

という『ザ・ロースト・ディケード』という題に

しようかなと思っていたのですが、あまりに暗い

ので、『イヤーズ・オブ・トライアル』という「試

練の時代」という形でまとめてみたのですが、こ

の１０年間をふり返って、２１世紀をどういう方向に

もっていくかということで、最初に国際社会との

からみでひとこと申し上げます。それから情報通

信革命を含め、今の日本の大きな変化について次

にお話ししたいと思います。

最初の国際社会とのからみでいいますと、少な

くとも１９８５年のプラザ合意の前後というのは、例

えばジャパン・アズ・ナンバーワンというような

形で、非常に日本の経済力が強くなった。こうい

う中で、ある意味では浮かれていた時代であった

わけです。

われわれの国際政治の学会の中でも、世界シス

テム論というのが非常にその当時、その前後は

やっていまして、世界の覇権を握る国はどこであ

ろうかという議論がありました。歴史をふり返っ

てみれば、少なくとも２０世紀はアメリカの世紀、

パックス・アメリカーナであった。１９世紀、そし

て１８世紀、この二つの世紀はイギリスの世紀、

パックス・ブリタニカであった。それからオラン

ダ修好４００年ということで、長崎なんかで今年は

大々的な催しをやっていますが、先般天皇皇后両

陛下もオランダにいらっしゃったばかりですが、

この江戸時代の日本、つまり１７世紀はオランダが

世界を支配していた。

そういう観点から、２１世紀、さてどの国がどう

いう形で世界をリードするのであろうかという議

論をしたときに、１９８０年代から９０年代の初めにか

けては、アメリカの凋落ということがいわれて、

相対的にアメリカの力が落ちました。その中で日

本が目覚ましく伸びてきている。パックス・ジャ

ポニカになるのではないか、そういう話がありま

した。

しかしながらご承知のように、バブルがあって、

バブルが崩壊してその処理に時間がかかる。そう

いう過程の中で、アメリカ経済が構造改革を成し

遂げて、しかもIT革命の力もあって復興してい
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く。そこでやはりアメリカにはかなわないという、

ある意味で失望感、日本人にとっての自信の喪失

ということが出てきた。パックス・アメリカー

ナ・マークⅡになるのではないかという議論もあ

りました。

しかし、よく考えてみますと、やはりアメリカ

とヨーロッパと日本、この三つの３極が力を合わ

せて世界をリードしていかなければならないとい

う、そういう時代であることは確かなわけです。

その中で、この９０年代の変化について申し上げ

ますと、一つはEU、ヨーロッパの統合が非常に

進んできた。特にマーストリヒト条約によって通

貨統合がおこなわれた。EUの統合、これは戦争

のない、国境のない世界をつくろうという人類の

夢をある意味で実現しようとする努力ですが、経

済的な議論をすれば、通貨統合というのは論外。

お話にならない。無理であることは当たり前であ

ると。しかし政治的意志のほうが優先した。政治

的な意志で一つの統合を成し遂げた。

経済の規模によっても、それから人口、地域の

活力についていっても、アメリカに匹敵するだけ

の大きさをもっている、このヨーロッパの統合が、

拡大と進化、拡大というのはメンバー国が増える

ことで、進化というのは、ディープニング。ワイ

ドニングとディープニング。ワイドになって広げ

ていく、そしてディープになってくる。つまり通

貨統合をやる。次は軍隊の統合をやるのか。次は

何の統合をやるのかと、そういう拡大と進化の両

方をバランスを取りながら進んでいる段階である

わけです。

ですから１９９０年代の日本にとって新たなチャレ

ンジというのは、先ほど申し上げたように、アメ

リカ経済の再活性化ということがまずありますが、

２番目は、このEUの統合、特に通貨統合という

ことが大きなチャレンジであった。そういう中で、

どうも日本が改革に後れを取っていたのではない

かということであります。

それからもう一つ別の観点からいいますと、

１９４５年８月１５日、戦争が終わる。そこから５０年以

上たつ一つのシステムが、大きく変わらなければ

いけない。戦後の国際的システムは戦勝国、戦争

に勝った国がつくったシステムである。その代表

が国連である。ユナイテッド・ネーションズ。そ

の国連の、安全保障理事会の常任理事国、つまり

アメリカ・ロシア・中国・フランス・イギリス、

この五大国、拒否権をもった五大国は、すべて核

大国である。そしてすべて第２次大戦の勝者であ

る。だから戦勝国クラブとしての意味をもってい

る。

もう一つの戦争が戦後戦われた。それは冷たい

戦争である。冷戦が１９８９年に終わりました。終

わったら新しいシステムをつくらなければならな

い。戦争の勝者が新しいシステムをつくるとすれ

ば、それは西側が勝ったわけですから、西側が新

しいシステムをつくるべきである。

では、そういうシステムは何かというと、１９７５

年からすでに機能している先進国サミットである。

これは日・米・欧、つまり東側を排除した形での

西側のシステムであったわけで、日本の国益とい

うことを考えた場合に、１９４５年の終戦のときの戦

勝国のクラブよりも、１９８９年の終戦、つまりわれ

われはそこで勝っているわけですから、そのクラ

ブがシステムをつくるべきで、どちらを大事にす

るかといったら、米ソ冷戦が終われば国連主導だ

といっているけれども、実をいうとサミット主導

にしないといけない。

ところが大きな間違いを一つ起こした。冷戦の

敗者であるロシアを入れたということです。これ

は沖縄サミットがもうすぐありますが、G７がG

８になった。G８になったら機能しないんですね。

だから実質的にG７でやらざるを得ない。

プーチンという人が出てきたということは何を
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意味しているか。つまりこの１０年のロシアの改革

についていうと、資本主義社会になじめない。自

由な経済システム、マーケット・メカニズムが機

能するような、そういう社会ではとても適応でき

ないのがロシアの体質だということが分かったわ

けです。だから強いロシアへの逆戻り。もっとい

うと、世界が地方分権になっているときに、中央

集権、つまり民選で選ばれた知事であっても大統

領がクビを切ることができるというような中央集

権法を今入れようとしているわけです。だから、

ロシアは、これはきわめて異質である。その意味

でもすっきりした整理がなされていないわけです。

ですから、２１世紀、国際社会においてまず日本

がやらなければいけないことは、安全保障理事会

の常任理事国になることである。そのときに、何

が何でもなりたいということになれば、拒否権の

ない常任理事国という案もありますが、拒否権が

なければ何もならないので、国際社会に対する大

きな発言力をもたない。しかし、拒否権をもたな

くても、とりあえず新幹線でいうと、ミニ新幹線

でフル規格でなくてもいいからとにかく走らせる

ことが先だと思えば、そういう拒否権をもってい

なくても、常任理事国であるかないかで情報の入

り方が全然違います。これまで日本は、８回にわ

たって非常任理事国を務めていて、これはブラジ

ルと並んで世界最多です。しかし国際社会で大き

な力をもつということになると、そのことが必要

である。

しかし拒否権をもって常任理事国になるという

ときは、PKOをはじめとして、いわゆるPKFで

すね。これは凍結していますが、軍隊を派遣しな

い、紛争地に派遣することのできない常任理事国

というのはあり得ないわけですから、そこで、そ

れを国連の場でどうするのか。こんどの選挙にし

ても、そういうことは争点になっていませんが、

もし国際社会でフルフレッジとなっているか、完

全なメンバーになろうとして、しかも国連という

舞台で活躍しようとするならば、国内の体制を整

えなければならない。

そういうときに、国連の旗のもとでPKFを展

開できるようにするにはどうすればいいか。憲法

まで変えなければいけないのか。変えないででき

るのか。そういう議論が、実をいうと国際社会と

の関連では、わが国に求められているわけです。

すべてこれは凍結したままになって、細則につい

ていうと、PKO法案というのは変わりましたが、

そこから先は変わっていない。本来的には２１世紀

の日本を展望する、特に２０００年の選挙というのは、

そういうことが争点であるべきなんですが、残念

ながら今回こういう突発的な感じの選挙ですから、

取り上げられない形になっていますが、ぜひ２１世

紀、この国の国際社会でのあり方をどうするのか。

これを考えなければいけないと思います。

確かに失われた１０年であるし、アメリカの経済

の再活性化に比べれば遅れていますが、日本人の

潜在的な、日本の潜在的な能力というのは、決し

て捨てたものではないので、それを全面的に開花

させるためにも、やはり経済力だけが強くてやっ

ていけるという時代ではなくなってきている。世

界をリードするためには、今まで歴史をふり返っ

てみると、要するに四つか五つの分野でトップク

ラスの力をもたなければならないんです。１番目

は軍事力です。２番目が経済力。３番目が通貨の

力。４番目が文化の力。そういうものが全部そ

ろっていますかと。アメリカについていうと、も

ちろんアメリカは世界一の軍事大国である。経済

も世界一である。通貨も、ドルが世界を支配して

いる。文化も、アメリカン・ウェイ・オブ・ライ

フというような形で、アメリカ的な文化様式、生

活様式が世界を支配している。

これを、では日本がアメリカに代わろうとする

なら、軍事力が世界一になりますか。経済力。
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パー・キャピタルでいってもいいですが、一時的

にパー・キャピタルで世界一になったことがある

にしろ、GNPの問題がある。３番目、通貨。円

が世界の機軸通貨になり得ますか。なり得るため

には、オフショア・マーケットを整備するという

ようなことを含めて、今、金融のビッグバンを

やっていますが、そういう大きな改革が必要に

なってくるだろう。文化。文化の面では、ある意

味では、わたしは一つのチャンスだと思っている

のは、大量生産、大量消費、大量廃棄という文化

が、これが行き詰まりが来ている。ゴミの問題を

含めて、環境問題というのが非常に大きくなって

います。そうすると、大量生産、大量消費、大量

廃棄とは違う文化のあり方。例えば江戸時代は完

璧なリサイクル社会だった。こういう循環型社会、

そういうものは日本に非常に伝統的であるわけで

すから、ひとことでいって「もったいない」とい

う感じをわれわれがもって、いろんな意味でモノ

を大切にする。簡単にいうと、そういう文化を、

ある意味で世界に広めるという形で、文化的な貢

献ができるかもしれない。

いずれにしても、そういう問題をはらんで、国

際社会の中での日本の地位を考えなければいけな

い。だからただ単に国連の中でどうだとか、サ

ミットの中で日本の地位がどうだということを考

えるのみならず、ではそれに対応する形で行動で

きるようにするためには憲法をどうするのですか。

日本外交をどうするのですか。そういうことを国

民レベルで議論する必要があると思います。

さてそこで、日本の国内の問題ですが、先ほど、

ヨーロッパ統合のインパクトということを申し上

げましたが、もう一つやはり１９９０年代、日本に

とって失われた９０年代だといわれる理由は、イン

ターネット革命に対しての対応が遅れたというこ

とであります。これはインフラストラクチャーの

整備を含めてですが、やはりこの点は急速に追い

ついていく必要があるだろうと。それは携帯電話

を含めて追いついてはいますが、ハード、ソフト

の両面において、まだまだ遅れを取っている。

そこで、２１世紀の日本ということを考えたとき

に、このインターネットの問題を含めて、三つの

問題に全面的にわれわれは取り組まなければなら

ないと思います。１番目は今いったインターネッ

トの問題。２番目はグローバライゼーションとい

うことです。それから３番目は、社会全体の問題

として少子・高齢化の問題をどうするか。これが

２０世紀最後にわれれわれに突き付けられたチャレ

ンジであって、こういうチャレンジに対して的確

な対応ができなければ、わが国のサーバイバルと

いうことは非常に難しくなるだろう。日本が２１世

紀になっても、活力ある、そして世界に貢献でき

る国であり続けるとすると、今の問題を解決しな

ければならないと思います。

インターネットはのちほど申し上げるとして、

順不同にいいますと、最初に国際化の問題。グ

ローバライゼーションの問題。この問題を考えた

り、インターネットの問題を考えますと、要する

に今の時代を、歴史というフレームワークを使っ

て、フレーム・オブ・リフェランスというか、引

照基準を使って比較をするとすれば、やはり幕

末・明治維新に最も近いのかなあという感じがし

ます。

つまり、黒船の衝撃、ウエスタン・インパクト、

西洋の衝撃がある。それに対してどう対応するか。

アジア全体に欧米の帝国主義の波が押し寄せてく

る。対応に失敗した。アヘン戦争でやられる中国。

ほとんどのアジア諸国、朝鮮半島も。李朝の朝鮮

もそうですが、これも失敗した。そういう中で日

本が成功する。それにはいろんな理由がありまし

た。すでに中国の経験がありますから、その経験

から学んだとか、それから例えば同じ役人にして

も、朝鮮のヤンバンとそれから中国のマンダリン
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と、それからわれわれの武士、全然質が違う。国

がどうなっても教養人であればいいというヤンバ

ン、こういうところでは国は守れません。それは

マンダリンにしてもそうです。しかし、日本の陽

明学とか朱子学とか、そういうものが日本的な転

化を遂げて、的確な対応ができた。

そういう比較もできますし、それから何よりも、

欧米のより優れた、特に技術に直面したときに、

それをショービニズム的に排除するのか、それと

もいいものを採り入れるのか。和魂洋才という形

で採り入れました。だから例えば尊王攘夷という

ことで、異国船打払い令、これを出したときに、

異国船と実際戦います。長州藩が戦う。下関に連

合艦隊が、外国軍が攻撃をしかける。もちろん下

関の砲台はやられます。同じ大砲でも射程距離が

全然違う。こちらが劣っている。船もこちらは木

造の船で、向こうは黒船だ。

敗戦という結果を見てどういう反応を取るか。

一つの反応は、いやいやそのうちカミカゼが吹く

と。蒙古が来ても日本は助かった。大和魂でやれ

ば排除できると。もう一つはそうではなくて、や

はり優れたものを採り入れないと日本は負けるよ

と考える。きのうまで異国船打払い令を出して攘

夷をいっていても、きょうから開国だという決定

があり得るわけです。

全く今の日本も同じなので、開国という決定を

しなければいけないし、したところが、進んでき

ている。だから今でもそうですが、テレビなんか

でインターネットの議論をしますと、必ず一部の

評論家に「いや、これはアメリカの陰謀だ」とい

う人がいる。それは英語を主として使うからであ

る。しかしアメリカの陰謀でも何でも、便利なの

は便利なので、蒸気機関が、黒船がやってきまし

た。これはイギリスの陰謀だといっていて済んだ

か。アメリカの陰謀だといっていて済んだか。そ

れは馬で走るより、駕篭に乗っていくよりは蒸気

機関車で行ったほうがはるかに速いわけですから、

これで日本の近代化をやった。

だから常にくり返しこういう議論が出てくる。

アメリカ陰謀説というのは必ず出てくる。しかし、

それをいっても何の役にも立たない。大きく世の

中を変えていくことになるわけですから、例えば

インターネットに対しての反応を見てみるとよく

分かるわけです。

国際化ということについて、端的な例をいうと、

日本を代表する産業である自動車産業、それから

家電産業、これは世界に冠たる製品をつくってい

る。そういう自動車産業の中の、しかもリーディ

ングカンパニーであるはずの日産の社長がフラン

ス人になりました。マツダの社長は３８歳のアメリ

カ人です。こういう時代は、まさに明治維新と同

じなわけです。東京帝国大学の先生、日本人に能

力がなければ、大森の貝塚を発見したモースとか、

『ベルツの日記』のベルツとか、そういうのを呼

んでくる。だから東京帝国大学の初期の日本人の

学生は大変だっただろうと思いますのは、英語と

フランス語とドイツ語が分からなければ授業につ

いていけなかったわけで、日本人で先生になる

方々も、その三つの言葉ぐらいは、会話は下手

だったかもしれませんが、みんな読んで書けたん

ですね。今は日本語の能力もおぼつかない方が先

生をやっているからだめなのかなと思ったりしま

す。学生を含めてですが。そういうふうに皮肉を

いいたくなるんですが、しかしながらそれぐらい

やはりレベルが高かった。

それは学問ということを見ても、ボアソナード

が来て日本の法律体系を整える。コードシビール、

フランスのナポレオン法から始まってのちゃんと

した法律の体系がある。それを日本に採り入れる。

軍隊の編成にしてもそうだ。

それと比べたときに、では日産とかマツダとい

うのは、あれだけすばらしい車をつくっているに

４９ 郵政研究所月報 ２０００．９



もかかわらず、何で赤字なんですかと。赤字であ

るはずがない。いいものをつくって、世界中から

求められている。あれだけすばらしい製品をつく

りながら赤字だというのは、何が悪いか。それは

経営です。経営の能力がだめだからです。これは

世界の水準に達していないということですから、

そこで経営者を変える。世界的な水準にある経営

者をつれてくる。

これはグローバライゼーションで、スポーツの

世界と全く同じことです。日本人の相撲取りがだ

めならば、曙のような外国人を連れてくる。日本

の国技だといっていて、外国人が入ってきて、何

も、いろいろなことでアメリカの陰謀だというな

ら、曙が来るのもアメリカの陰謀だといわなくて

はいけないが、だれも文句をいいません。はるか

に国技のほうが一歩進んでいる。野球はもちろん

そうです。どちらかというと観客動員数からいく

と野球がいちばんですから、その野球で外国人の

選手が平気でやっている。日本人の野茂にしても

吉井にしても伊良部にしても、こんどは向こうの

メジャーリーグに出ていく。世界でおそらく今い

ちばん有名な日本人は中田でしょうね。これはも

ちろんサッカーの選手で、外へ出ていっている。

したがって、経営という、これは会計学なんか

はそうなんですが、経済学をやっていると、経営

学とか会計学というのは一段下の、学問的でない

学問のように思われてバカにする面があるんです

が、しかし会計学が分からなくて経済学は分から

ないはずなので、非常に大切な分野なのです。国

際会計基準というのが入ってきます。要するに、

今の日本で見て、今いいものをつくっておきなが

ら、会社が赤字だったら経営が悪い。経営という

ことの能力がない方が経営をおやりになっていた。

だから取って代わりますよと。そして、経営の能

力が欠けているからこういう状況になっているん

ですというのは、要するに実態を反映しない、例

えば決算報告というのを出す。だからそうなんで

す。いちばん典型的な言葉でいうと、黒字倒産と

いうこと。黒字であれば倒産するはずは絶対ない

んです。黒字倒産しているということは、それは

実態が反映していない。ある会社が倒産したとい

う事実が正しいのか、黒字であるという事実が正

しいのかといったら、倒産している事実のほうが

重いはずですから、倒産しますよということを明

示した紙が出てこないとだめだ。

ところが、今は、その会社の状況をわれわれが

判断するときに、二つの紙しかない。つまりバラ

ンスシート。貸借対照表、それから損益の計算書

しかありません。しかし第３の紙としてキャッ

シュフローが必要です。その紙を出してくれとい

うことをいっているわけで、その中で例えばバブ

ルで不動産の評価が下がります。しかしバランス

シートのうえでは１億で買ったものは１億のまま

です。東京都内では１千万にそれが落ちたら１千

万と書くべきではありませんかということです。

そういうのがグローバライゼーションということ

でありまして、例えば自己資本比率の問題なんか、

銀行についていうと、何で４パーセントなのか、

８パーセントなのというのは何の理由も、ある意

味ではないんですが、ルールはルールです。そう

すると、そういうのがディスクロージャーを各金

融機関がやっていったときに、それを見てやはり

数字が悪いところには預けませんから、これはこ

れで対応していかないといけないと思います。要

するに、経営という分野についていうと、江戸時

代の経営をやっていた。だから明治維新をやらな

いといけない。それが今起こっている状況である

のだろうと思います。

そういう中で、国際化というのは、ある意味で

はグローバライゼーションというのは、グローバ

ルに通用するものというのはいいものなわけです

から、本物が通用する時代が来ました。偽物が淘
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汰される時代が来ました。サッカーが下手くそ

だったら、何人であれだめなわけです。相撲でも

そうです。野球でもそうです。長島さんのミス

ターの子どもが、子どもであるだけではプレーで

きない状況です。阪神の野村さんにしてもそうで

すが。だから今おそらく子どもであるだけでプ

レーできる分野というのは政治の分野だけだと思

います。だからここは最も遅れているというよう

なことを、もっとしゃべりたいんですが、テーマ

と違いますから、それは省きまして、非常に熾烈

な競争にそういう意味ではさらされている。

そこで、日本社会のあり方も変えないといけな

い。ラフに、非常に緻密な議論はこういうところ

でやらないで問題提起だけしておきますと、右肩

上がりの成長の時代は終わっただろうと思います。

そうすると、１００年のインフレの時代の次にはや

はり１００年のデフレの時代かなと考えます。した

がって、デフレ対応ということを考えなければい

けない。そうすると、インフレ的傾向かデフレ的

傾向かということについて変化があれば、つまり

インフレからデフレという変化があれば、そうす

ると生活習慣から、いろんなわれわれの発想法か

ら、１８０度転換しなければいけないということに

なります。

だからよくいわれるように、土地なんかについ

て、所有から利用へ、保有から利用へと。もっと

いうと、レンタルの時代が来ましたよと。マイ

ホームを買うことから、借家へという、そういう

動きをやっていく必要が出てくる。それから右肩

上がりで、賃金もボーナスも何も上がっていくと

いう状況のもとにおいては、やはり日本的経営と

いうのは非常に適合的であった。日本的経営とい

うのは、終身雇用と、それから年功序列賃金と、

企業別組合。この三つが音を立てて崩れ始めまし

た。年功序列がなくなる。なくなるどころか山一

證券ではないけれども会社がなくなってしまう。

それから終身雇用、これもそうです。年功序列。

年功序列というのは、この賃金体系は生活賃金体

系であるわけですから、歳をとればとるほど交際

費から子どもの教育費から、生活費がかかります

ので、上がっていくというのは非常に合理的なん

ですが、しかしよく見ると能力に関係ない。つま

りこの年功序列賃金体系というのは、無能な中高

年のために優秀な若者の賃金が減らされていると

いうことになるわけです。

それから退職金というのは何ですかと。退職金

というのは、会社にとってみれば、最後まで働け

ば一時的にたくさんお金をあげますよということ

で、要するに従業員のロイヤリティー、忠誠心を、

最後まで会社に忠誠であるための一つの担保であ

るし、それから年功序列賃金というのは、若いと

きは、大学を出ても使い物にならないので、自分

の会社で研修しますから、やっと一人前になる前

に投資をやった。それを取り戻すのは、あとで取

り戻すという、いろんな意味がある。

しかしこれが仮に年功序列賃金が崩れて、能力

給になるということは何を意味するかというと、

会社人間の時代は終わったということです。サラ

リーマンの立場からいうと会社人間。経営者の立

場からいうと日本的経営。これがある意味で終

わった。終わったほうが合理的であろう。という

のは、例えば会社人間の時代というのは、思考を

停止していてもよくて、全部会社に任せておけば

いい。給料も上がっていく。ボーナスももらえる。

では住むところはというと、会社の寮があります。

住宅があります。では、暑くなりました。海水浴

に行きます。すると会社の海の家があります。こ

ういう、つまりすべて会社に任せておけば安泰

だった時代が終わって、会社自体がなくなるよう

な時代になりました。

そうなると当然年功序列賃金も崩れて、ある意

味でいいのは、３０代で非常に頭が柔軟なときに、
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例えばインターネットがらみで大変な業績を上げ

て１００万の給料をもらうと。しかし３０歳で１００万の

給料を使いきれませんから、自分で貯蓄をする。

そして５０で頭が固くなって２０万しかもらえなく

なったときに、若いときの貯蓄を崩す。つまり自

分で生活設計をするような、そういう形になりま

したから、個人個人の能力と判断が問われる時代

になってきた。

これは金融の世界についても同じなわけで、

ビッグバンというのはそういう意味で競争すると

いうことですから、金利がどこでも一定というこ

とではなくなったわけです。だからグローバライ

ゼーションの時代は非常に厳しいですが、本物が

勝ち残る時代であるし、いろんな意味で土地神話

も終わりました。大企業神話も終わりました。会

社人間も終わりました。日本的経営も終わりまし

た。新しい形を模索しなければいけない。では完

全に能力給でいいかといったら、過渡期において

はそういうことは不可能で、その過渡期を含めて、

折衷的な何かを求めるのか。こういう模索の努力

をしなければいけない、ちょうど今過渡期である

と思います。

ただ長期的に見れば、自分で自分の人生設計を

するような非常に社会的にモビリティーの高い社

会になる可能性がある。それは活力を生むことに

なる。今までのモビリティーは戦争によって起

こっていた。日本の近代史は１０年にいっぺん戦争

をやっていた。１８９４年に日清戦争をやる。１９０４年

に日露戦争をやる。１９１４年、第１次世界大戦。そ

して日中戦争。しかし戦後の長い平和、これはこ

れで非常にありがたいんですが、モビリティーの

ない社会になってきた。全部二世、三世というこ

とで、それではいけないのに、能力に関係なく親

の稼業を継ぐ。そういうことが起こってきた社会

が、いかに活力がないかというのは、今の日本の

政治を見ればお分かりのとおりです。異常ですね。

日本だけです。ここまで活力がなくて、ここまで

世襲ということが起こっているのは。

そのモビリティーをつくる一つの手段というの

は、今いったような形で、企業の変化ということ

を考える。それからわれわれが社会保障を考える

ときに、社会的な安全ネット、ソーシャル・セー

フティー・ネットという言葉、つまり何かあった

とき、病気になったとき、急に会社をクビになっ

たとき、だれが助けるか。その社会的な安全ネッ

ト、ネットといういい方をするのはサーカスのた

とえであって、綱渡りをするときに下にネットが

張ってある。名人だから落ちないにしろ、空中ブ

ランコでもサーカスでも、落ちたときにネットが

あるから安全だ。これがなければ、とてもじゃな

いがリスクを冒して綱渡りはやらないわけです。

われわれが平穏に生活をしていく、仕事をしてい

く。何かあったときに、ネットが張ってあります

ということがあるからやってきた。

今までそのネットというのは、日本についてい

うと会社が張っていた。何かあっても会社が救っ

てくれる。しかし、会社が救える時代は終わりま

したよと。だから政府がやらなければいけない時

代になった。政府の社会保障システムをどうする

か。年金から介護から。それが非常に大きなテー

マになるわけで、そのネットが張られていない。

張っていた会社がネットを取り去ってしまった。

しかし、では地方自治体、政府、張っていますか。

まだ張っていません。その不安感、将来不安とい

うものが消費を抑えている。だからいくらたって

もこの日本経済がよくならないというのは、そこ

にあるわけです。早急に社会的なネットを張る必

要があるわけです。

さて、その国際化とともに、もう一つはイン

ターネットの時代。これは生活から社会のあり方

から、すべて大きく変えるものをもっている。こ

れはご承知のとおりです。少子・高齢化の問題と
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ともにお話しいたしますと、少子・高齢化、これ

は高齢化社会についていうと、二つの側面があり

ます。長寿化と少子化と。長寿化についていうと

たいへん結構です。日本人は世界一長生きする。

先般の世界の発表でも、健康なままで何歳まで生

きられるか。男は７４．５才です。とにかく日本は世

界一健康なままで長生きできる。高齢者の１００人

のうちの８５人が元気です。倒れているのは１５人だ

けです。ですから、この１５対８５という比率を、１４

対８６、１３対８７という形で健康なお年寄りを増やす

にはどうすればいいか。これがバリアフリーとか

ノーマライゼーションという考え方であって、社

会保障、介護、こういうものもその中に組み込ま

れていかないといけないというふうに思います。

しかし、たいへん深刻なのは少子化。合計特殊

出生率、つまり１人の女性が生涯何人子どもを生

むか。この率が１．３８でしかないわけです。最近の

不況で、これが新しい数字が発表されるともっと

減るはずなんです。そうなったときに、年金の問

題を含めて、日本社会は長期的には２１世紀、人口

が減っていく。景気が回復したときにまず起こっ

てくるのは労働力の不足です。この労働力不足を

補うためには、第１に女性に働いてもらう。第２

に高齢者に働いてもらう。だから女性と高齢者が

仕事ができる環境を整える。システムをつくって

いくことが喫緊の課題であるわけです。

そうしますと、ではなぜ高齢者が働かないか。

年金の問題がかかってくる。あまり働くと年金が

もらえなくなる。だから年金という制度が、いつ

から支給というのは政府が決めます。それがその

まま退職年限になってくる。だからフレキシブ

ル・リタイアメント、いつ定年退職してもいいよ

うな形で、フレキシブルな、そういう年金に変え

ていく。これが非常に大きな課題になるわけです。

それから女性が、せっかく能力をもっておきな

がら仕事をしない。したがって日本経済が落ちて

いく。働いてもらう。働いてもらうためには働け

る条件を整える。女性が、人生において２回挫折

する時期がある。特に働いて家庭と両立させよう

としている女性が、１回目は出産をして、保育園

がない。保育所が、あっても５時で閉まる。２回

目は、子育てが終わって中高年になって再就職し

て、さあ、やろうというときに親が倒れて、親の

介護。男は仕事を辞めませんから「あんた、辞め

なさい」と、カミさんを辞めさせる。

そうすると、この二つの要因を取り除けばいい

わけですから、保育園の数を増やすのみならず、

夜遅くまで開けておく。老人を預かるデイケアの

システムも開けておく。そういうことをやる必要

があって、これを整えるということが日本経済を

活性化させる道であるわけです。

しかしそれでもなお、女性はやはり負担が多い。

これはもう男が手伝わないからといってしまえば

それまでですが、それは、同じときに入省ないし

入社して、頭の中身はあまり詰まっていないほう

の男が先に課長になって、自分はいつまでもなれ

ない。頭はいいのになぜか。それは残業しないか

らだとか、そういうことがあるわけです。で、た

だボケッと残っているだけなのに、アイツは先に

行く。これをどう阻止するか。自分も残ってやれ

ばいいと。早く帰らなければならないというのは、

晩ごはんのおかずを買って帰って、料理をつくる

ということがあるわけですから、そうするとイン

ターネットの時代ですから、バーチャルショップ

でいいわけですね。リアルなショップに行く必要

は全然ないので、３時のお茶を飲んでいるときに、

夕方の素材を全部注文する。するとそれを運んで

くれる。もっと残業になるということならば、料

理までつくって届けさせればいいわけです。お金

の決済も全部インターネットでやっていく。そう

いう時代が来ているので、これは仕事をもってい

る女性にとってはきわめて有効なツールになるし、
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それは日本経済の活性化にも、例えば卑近な例で

すが、つながっていく。

ですから、ぜひ、このインターネット、コン

ピューターのネットワーク、パソコン、こういう

ものを道具として、あくまでも道具として使う。

これを使うのは、要するに自分の自由な時間をつ

くるためであって、わたしはもう母親の介護を始

めて５年目になりますが、東京と九州を往復して

やれているのは、インターネットのお陰であって、

こういう文明の利器がなければ、とても仕事と両

立はできない。つまり、どこにいるかということ

が関係なくなる。世界中のどこにいても情報が取

れる。そしてそこで情報を処理する。だからイン

ターネットというのは、情報処理の個人化とか分

散化といってもいいですが、受発信を含めて情報

処理を個人のレベルできるようになった。だから

今までと違って、広い土地が必要でも何でもない

し、場所が固定されているわけでもない。まさに

移動体通信というので、どこにいてもモーバイル

というのができる。

それはやはり利用しない手はないので、そのこ

とによって、例えば先ほどの例だと、月曜日から

金曜日まで、勤めに出ているときは、女性は全部

インターネットで晩ごはんの注文をしてもってき

てもらって決済する。しかし土・日空いたら、そ

のために土・日をしっかり休めるということにな

れば、自分で買い物カゴを下げて買い物に行って、

自分で手づくりでやればいいので、実をいうと、

そういうリアルの側面を本当に享受するために、

楽しむために、バーチャルを利用する。そこが、

そのことをはっきり教える必要があるので、その

ことの見境がつかなかった連中、少年たちが、ナ

イフをもって凶悪な犯罪を犯すということになる

ので、バーチャルリアリティーの問題、これも一

つ問題ではありますが、インターネットは、まさ

に今いったような形で生活を豊かにする。それか

らもう、そもそも例えば飛行機の切符の予約をす

るのに、今までのように旅行代理店に行って何月

何日の何便をくださいといって、２万円かかりま

すが、インターネットで注文すれば１万５，０００円

です。そうすると、こちらのほうが非常に安上が

りだということになれば、一気に普及していく可

能性もあると思います。

ですからこのために、皆さん方を含めて、ハー

ド、ソフトの研究を進めていって、アメリカに負

けないようにする。ただ非常に問題なのは、アメ

リカがここまでコンピューターの活用が進んだの

は、景気がよくなる。それである一つの商品をつ

くっても、競争が激しくて、消費者からの値段を

下げろという圧力が非常にある。そこでコストダ

ウンをしていかない限りは、商品の値段を下げる

ことはできない。そのコストダウンをやるための

手段としてのパソコンを導入する。ところが日本

はただ遅れている。では企業の経営者というのは、

とにかくコンピュータ屋さんを呼んで「うちを何

とかしてくれ」といっても、何をあなたが求めて

いるのか、そういうことが必要です。たとえば、

今まで１０人の従業員を使って１億円の収益を出し

ていた。５人で１億円を出したい。そのためには

どこをコンピュータ化すればいいか、という課題

があれば、それはできるはずです。

それから雇用の問題についていえば、むしろ

ちゃんとした政策をとれば、過渡期は少しは苦し

いにしろ、雇用は必ず生まれてくる。つまりそれ

ぞれが専門分野に特化する。集中と選択という言

葉はそうでした。アウトソーシングをやるという

のは、自分の得意な分野以外は全部外注に出しま

す。そのことによって経費を下げていく。そうし

ますと結果としてバランスシートが非常に軽く

なっていく。大企業神話は終わりました。企業は

小さければ小さいほどいい。なぜならば専門に特

化すれば企業は小さくならざるを得ない。だから
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分社化という、そういう傾向なわけですから、こ

ういう選択と集中、何を本業とするか選択してく

れと。だから自分よりもっとうまい、つまりもっ

と効率性の高い企業があればそこに外注に出して、

アウトソーシングしていけば自分が減っていく。

そうするとアウトソーシングされることによって

クビを切られる人というのは、アウトソーシング

の相手のほうに就職すればいいわけですから。そ

して隙間産業的なものも生まれてくる。だから政

策さえしっかりすれば雇用の問題も起こりません。

しかし、今過渡期なのでこういう問題が起こって

いる。

それから、少子・高齢化の問題も今申し上げま

したが、もう一つ、少子化現象を解明するときに、

今後の課題として考えなければならないのは教育

問題です。政府の発表でも、今いったように保育

園が開いていないとか、女性が仕事と家庭を両立

できるシステムができていないということはだれ

でも述べるのですが、ではなぜ子どもを生まない

のかという回答の一つで忘れられている問題があ

ります。それは教育問題。教育費のコストがかか

りすぎるんです。幼稚園から大学までを私立にや

りますと、大体１，７００万円から２，０００万円。教育費

のみで１人にこれぐらいかかります。すると、３

人子どもをつくると約５，０００万から６，０００万の資金

がなければ、３人の子どもを大学教育まで私立で

受けさせることは不可能です。そうすると、とて

もそのお金は出ませんから、１人生むのが精一杯

になる。一人っ子ということは、家庭の中での

きょうだいのコミュニケーションの訓練をやりま

せんから、むしろバーチャルリアリティーでやる。

そこで、いろんな問題が学校の中で起こってきて、

いじめや何かが起こってくるわけです。

では、全部公立に行ったらどうなのかと。公立

に全部行っても、１人について７００万はかかる。

本当はこれはただでいいはずなんですが。やはり

塾とか家庭教師なんですね。その負担が非常にあ

る。ということは、公教育が破たんしていて、学

校に行っていても、学校ではだめだからみんな塾

にやる。では学校はいらないのではないかという

ことになりまして、やはり教育改革というのは、

実は少子・高齢化対策でもあるわけです。

この問題に本格的に取り組むということが、少

子・高齢化についても新たな回答を出すというこ

とになると思いますし、それから例えば公共事業

についても、すでにあるのに二つ目、三つ目の図

書館をつくるという発想はもう必要なくて、そう

いう予算があれば、子どもたちに教育の現場でパ

ソコンを教え、インターネットを教えればいいわ

けです。つまりどんな大きな図書館をつくっても、

収蔵される図書の数は限られますから、インター

ネットでやれば世界中の図書館にアクセスできる

わけです。世界中の図書館を子どもに与えるとい

うことは、インターネットをやらせるということ

ですから、そういうことも含めてやる必要がある。

そういう中から、家族とか学校の崩壊の問題を

どう解決するか、非常にこれは深刻な問題だと思

います。そういうことで、あと残された問題につ

いて、一つは今の教育問題です。あと二つ申し上

げますと、冒頭申し上げましたグローバライゼー

ションとのからみでいうと、ナショナリズムと国

際協力というのは、どういうふうにバランスを

とっていくか、これは常に大きな問題になってく

る。必ずショービニスティックな排外主義的な、

ナショナルな反応が出てくる。ナショナリズム的

な反応が出てくる。それを先ほどいったように、

インターネットはアメリカの陰謀だというような

考え方の人で、これはインターネットを知らない

人に特に多い。わたしのホームページというのは、

１年間で３００万件のヒット数ですから、だから、

パッと開けているだけで３００万の人が訪れてくれ

る、そういう店を東京駅の前でも開いても無理だ
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ろうと思います。また、デジカメでやれば自分で

放送局もできる。

そういう時代に、例えば放送法というものをど

ういうふうに変えるのか。非常に大きな問題です。

公職選挙法をインターネットはどういうふうに変

えるか。これも非常に大きな問題です。わたし自

身の経験でいえば、昨年の都知事選挙で、負けは

したものの約８４万票取りました。８４万票のうちの

４分の１ぐらいの２０万票はインターネットで取っ

たんだろうというふうに、自分で勝手に判断して

いるわけです。ではこれは公職選挙法とのからみ

はどうか。しかし今まだ選挙も始まっていないの

に、各政党が何の何兵衛といって、うるさいぐら

いに街宣車で回っています。そんなめちゃくちゃ

な、事実上の違反を許しているぐらいなら、イン

ターネットでチャットルームを設けて有権者と直

接議論するほうがはるかにいいわけなので、町の

騒音にもなりませんし、だから新しい時代に公職

選挙法をどう変えるか。新しい時代に、わたし

だって放送局をやれるときに、郵政省は、許認可

をどうするのか。もう地上波の時代ではなくて、

CSの時代になっている。こういうのも一つ大き

な問題です。

それから最後に社会保障、社会福祉の問題。先

ほどいったようにセーフティ・ネットをどうやっ

て張るのかが問題です。

そういう中で、わたしは、母親を介護している

北九州で、いろいろ地元の郵便局と、こういう実

験をしてみよう、ああいう実験をしてみようとい

うことをいっているので、郵便局の一つの力とい

うのは、日本一のネットをもっている。ネット

ワークをもっているということで、これだけの緻

密なネットをもっている。網は張り巡らされてい

るわけですから、これを利用しない手はないので、

こういう国民にとっての大変な財産というのをい

かに活用していくかというのは、インターネット

時代においても考えなければいけない。介護の面

でいろいろ実験して相当な成果も上がっています。

ぜひ皆さん方、きょう今からご発表になるような

いろんな研究を基にして、ぜひ２１世紀に日本がよ

その国に負けないでやっていける道を模索してい

ただきたいということをお話ししまして、時間に

なりましたので終わります。どうもありがとうご

ざいました。
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